
　意見交換のテーマ「公共施設等総合管理計画改訂に向けた取組について 」　
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 令和８年度 第２回 行政改革推進委員会 意見交換

今回の意見交換の論点

資料３

知　る 公共施設の現状と課題を共有
　公共施設を利用している人，利用していない人，あらゆる立場の人に市の公共施設の現状を知ってもらうことが重要である。

あるべき施設の方向性を踏まえた，残すべき施設などについて，地域の皆さんと意見交換していく。

考える

対話する

データに基づく検討
施設の維持管理コストなどをまとめた「施設カルテ」を見える化して共有し，市民の皆様と一緒に施設の統廃合などの方向性
を検討していく。

「あるべき施設」の方向性
　各地域で将来像を描きながら，残していくべき施設について意見交換を行う。

　公共施設総合管理計画を見直す際の３つの基本方針（施設のあり方など）と，施設の再編に向けた６つの
基本原則及び施設カルテについて，追加すべき視点やさらなる考え方など，ご意見をお聞かせください。

　各地域での話し合いを充実させるための施設情報の発信方法と，その第一歩となる「市民フォーラム」の
実施概要について，ご意見をお聞かせください。

これまでの経緯と今後の進め方

１　公共施設マネジメント　３つの「基本方針」と６つの「基本原則」及び施設カルテについて

２　「市民フォーラム」を通じた「知る」「考える」「対話する」の実施内容について



【計画の背景】
○人口減少や少子化等による公共施設等の利用需要の変化と公共施設の老朽化の進行による維持・修繕の需要増による建て替え需要の集中
　的増大が予想

○施設の維持管理経費の増大と，少子・高齢化による生産年齢人口の減少に伴う税収不足の懸念

【計画の目的】
　長期的（４０年間）な視点による戦略的・計画的な更新・統廃合・長寿命化など公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進

【改訂の趣旨】
　基本情報の時点修正及び更新費用等の見直し，国の指針等及び本市を取り巻く社会情勢を踏まえた公共施設マネジメントの推進

Ⅰ　計画の概要

　１　期間　平成２９年度から令和３８年度（４０年間）

　２　対象　・建築系公共施設（建物）

　　　　　　　➡行政系施設，住宅系施設，子育て支援系施設等の１３分類

　　　　　  ・土木系公共施設（インフラ資産）

　　　　　　　➡道路・橋梁，上下水道施設　の３分類

　３　改訂　１０年毎に見直し

　　　　　（令和９年度，令和１９年度，令和２９年度）

【計画の対象範囲】

第3期 第4期

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19～R28 R29～R38

全体

１０年間 １０年間

全体

１０年間 １０年間

第1期 第2期

１０年間 １０年間

８年間 １０年間

期間

公共施設等総合管理計画
期別

個別施設計画
期別

　　　　　　　　　　　計画期間４０年間（１０年毎に見直し）

Ｈ２９～Ｒ８ Ｒ９～Ｒ１８ Ｒ１９～Ｒ２８ Ｒ２９～Ｒ３８

　　　　　　計画期間３８年間（１０年毎に見直し）

Ｒ１～Ｒ８ Ｒ９～Ｒ１８ Ｒ１９～Ｒ２８ Ｒ２９～Ｒ３８

【計画の体系】

　意見交換1  公共施設等総合管理計画･基本方針の策定について 　
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Ⅱ　適正化に向けた施設方針の判断プロセス（２段階の評価）
《新たな取組》

【ポートフォリオ分析(ハード面×ソフト面)による評価】
・ハード面(老朽度，建物性能等)による定量評価
・ソフト面(利用状況，コスト等)による定量評価
→『維持・建物の見直し・機能の見直し・あり方の見直し』に分類

１次評価

２次評価

【A：長寿命化の判断】
・長寿命化すべき施設の基準を
　設定し，対象を判断
　(構造・築年数・規模・耐震
　性等)

→長寿命化すべき施設を選定

【B：方針の判断】
(次の視点に基づくフローチャート)
・公的必需性
・代替性の有無
　(他公共施設の立地状況，防災機能
　の代替性，民間による代替性等)
→具体の施設方針を判断(集約・規模
　縮小・廃止等)

方針の
決定

【施策方針の決定】
・「継続(長寿命化の有無)・集約(受入・移転)・廃止等」を判断
・機能や規模，政策等を考慮した優先度を設定し，優先度の高い施設に
　ついては短期的かつ具体の方針を検討
→個別施設計画に反映

計画の
推進

・投資的経費の調整と優先事業の選定を踏まえた事業実施
・住民説明・合意形成を図りながら推進
→毎年度の予算編成に反映

施設分類や機能，分類に応じて，
２次評価を適用

※公共施設の適正化にあたり，客観的指標に基づく２段階の評価により，
　今後のあり方を見直すべき施設を整理する。

Ⅲ　改訂に向けたスケジュール　　　　
令和８年度

基本方
針及び
施設類
型別の
基本方
針(案)

4月～6月
・基本方針(案)及び
　施設類型別の基本的な方針(案)作成
・庁内検討チーム審議・所管課確認

7月
・財産管理等審査会
・行政改革推進委員会

7月～8月 ・市民意識調査（アンケート）

8月
・庁議
・総務常任委員会

12月頃 ・市民フォーラム

1月～
・地域フォーラム
（各地域での意見交換会）

個別施
設計画
の方針

8月～12
月

・個別施設計画(案)作成
・庁内検討チーム審議・所管課確認

1月 ・財産管理等審査会

2月 ・庁議

3月 ・総務常任委員会

令和９年度

各種
調整

4月～6月 ・所管課調整

5月～6月 ・全体資料精査

総合管
理計画
(案)

個別施
設計画
(案)

7月 ・財産管理等審査会

8月
・庁議
・総務常任委員会

9月,10月 ・パブリックコメント

総合管
理計画
(案)

個別施
設計画
(案)

最終版

11月 ・財産管理等審査会

12月 ・庁議

1月 ・総務常任委員会

3月
○大崎市公共施設等総合管理計画
　及び個別施設計画改訂 3



Ⅳ　基本方針　【概要版】　　　　

◎　市民生活に必要とされる公共サービスを将来にわたり安定的に提供するためには，公共施設の再編が必要不可欠であり，これを進

　めるにあたっては市民目線に立って施設の再編を考える必要があります。

　　そのためには，施設の設置目的，利用状況，地域特性，公的必需性，代替機能の有無及び防災機能等を総合的に勘案して，施設総

　量の適正化を図るとともに，複合化，集約化，統廃合等による効率的かつ利便性が高まる施設配置を推進していきます。

　　これらの取り組みを着実に進めるため，公共施設の管理に関する３つの基本方針を以下に定めます。 

”施設のあり方”に関する方針

基本原則： 施設総量の適正化

①　社会構造の変化を踏まえた施設　
　　総量の適正化

②　客観的評価に基づく施設のあり
　　方の検討

③　新規整備の抑制による施設総量
　　の計画的な縮減

基本原則：
機能の集約化や複合化に
よる効率的な施設配置

①　行政サービスや機能の維持を重　
　　視した施設配置

②　集約化・複合化を基本とした効
　　率的な施設配置

③　利用実態を踏まえた再配置・機
　　能移転

”機能の確保”に関する方針

基本原則： 計画的な長寿命化の推進

①　安全性と機能性の確保や更新需
　　要の緩和

②　利用実態を踏まえた長寿命化対
　　象施設の選定

基本原則：
点検・診断等による予防
保全の推進

①　事後保全型から予防保全型への
　　転換

②　点検・診断の実施による早期把
　　握・対応

③　施設情報の一元管理による計画
　　的な保全

”必要な経費”に関する方針

基本原則：
財源の重点配分による更
新費用の縮減と平準化

①　新規整備を前提とした考えから　　
　　の転換

②　施設総量の適正化等による更新
　　費用等の縮減

③　優先順位付けの徹底による財政
　　負担の平準化

経営的視点による施設の
維持管理・運営

基本原則：

①　経営的視点による効率的かつ持　　
　　続可能な管理運営

②　民間活力の導入による持続可能
　　性の確保
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・市の公共施設は，学校や公民館などを活用しながら施設数を見直し，民間活用やデジタル化で運営コストを減らします。 
・また，防災拠点を優先して再生可能エネルギーや省エネを進め，維持管理費の削減と災害対応力の向上を図ります。

・研修センターなどは，市民文化系施設とあわせて見直し，施設の再配置や数の削減を進めます。 
・残す施設は，収益を上げる工夫と維持管理費の削減を両立できる運営方法を検討します。

・児童・生徒数や地域の状況に応じて学校の配置や給食施設の集約を見直し，維持管理コストの削減を進めます。 
・あわせて，学校施設を防災・地域拠点として活用し，再生可能エネルギーやデジタル技術，民間活力の導入を検討します。

・少子化や民間サービスの充実に合わせて，保育所や児童館などを統合・再配置し，必要な施設数に見直します。 
・残す施設は民間委託などを活用し，サービスの質を保ちながら維持管理費を抑えます。

・市営住宅は，財政状況を踏まえて需要や立地に基づいた計画的な建て替えを進めるとともに，残す施設は民間と連携して効率
　的な維持管理を図ります。

・市役所の防災拠点の機能を保ちながら，空いたスペースを他の公共施設の集約先として活用し，施設全体の量とコストを減ら
　します。 

・また，再生可能エネルギーの導入や省エネ，消防施設の適正配置を進め，防災力と脱炭素化を強化します。 

Ⅴ　施設類型別の基本的な方針　【概要版】　　　　

１　行政系施設

６　ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設

５　社会教育系施設

４　学校教育系施設

３　子育て支援系施設

２　住宅系施設

《建築系施設》
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・使われていない施設や老朽化・利用が少ない施設は，市の費用で維持せず売却を進めます。 
・引き続き使う施設は民間委託や使用料の見直しにより，市の収入確保を図ります。

・全施設廃止の方針により除外 

・医療制度の変更や医療安全に対応し，最善の医療を提供できるようにします。 
　そのため，病院機能を保つために必要な施設の改修や更新を進めます。

・公園が安全で身近な憩い・交流の場として使われるよう，定期的に施設を点検します。 
・また，東屋やトイレなど老朽化した施設を適切に維持管理します。

・公的な必要性が下がった施設は，原則として民間や地域へ売却・譲渡します。 
・市が持ち続ける施設は，収益を増やしながら管理費をできるだけ抑える運営を進めます。

・施設の数を見直し，学校や支所への機能集約・地域への譲渡を進めながら，必要な施設はデジタル化や管理方法の改善で運営
　コストを減らします。 
・また，防災拠点を優先して再生可能エネルギーを導入し，災害に強く環境にやさしい施設づくりを進めます。

・高齢化で福祉需要が増える中，民間サービスを活用できる施設は譲渡・売却を進め，施設数を見直します。 
・行政が必要な施設は統合や管理方法の工夫により，持続可能な運営を目指します。

１３　その他施設

１２　供給処理施設

１１　公園施設

１０　医療施設

９　産業系施設

８　市民文化系施設

７　保健・福祉系施設

《建築系施設》
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・下水道や浄化槽は，老朽化や人口減少に合わせて，廃止や個人管理への支援も含めた見直しを進めます。 
・民間の技術や経営力を活用し，効率的な維持管理・更新を実現するべく，ウォーターＰＰＰ等の導入について検討します。

・将来の水需要に合わせて施設や管路を適切に管理・更新し，ＤＸの推進により漏水などの事故を未然に防ぎます。 
・また，民間の力も活用し，少ない職員でも効率的に維持管理できる体制づくりを進めます。

・ＤＸの推進やデータを活用して道路・橋梁の点検や修繕を効率化し，壊れる前に計画的に補修する管理へ移行します。 
・また，必要な道路整備を進めながら，施設の安全確保と長寿命化を図ります。

《インフラ系施設》

１６　下水道

１５　上水道

１４　道路・橋梁
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　１．施設情報の一元管理
　　　　施設の状態や利用状況を正確に把握し，効率的な維持管理を実施する。

　２．計画的な検討基礎資料

　　　　施設総量の適正化のための施設の修繕や長寿命化，集約化，再編などを客観的データに基づく検討

　　　　資料として活用する。

　① 施設情報（所管課，住所，施設分類，維持管理・運営，防災機能の有無，閉館日，開館時間，職員数）

　② 建物情報（建物名称，財産区分，整備年度，構造，延床面積，敷地面積，耐震化状況，土地所有者）

　③ 維持管理に要するコスト（光熱水費，委託料，指定管理料，使用料，工事請負費，修繕費，財産収入，

　　　　　　　　　　　　　　 　　国県支出金）

　④ 利用状況（貸室別利用者数）

　⑤ コスト分析（利用者1人あたりの歳出及び収支，延床面積当たりの歳出・収支，市民1人当たりの歳出・

　　　　　　　　　収支）

　⑥ 利用者人数と歳出・歳入の推移のグラフ

　⑦ 工事（改修・修繕）履歴（実施年度，金額，工事内容）

　⑧ 施設の状況写真（外観，主要室の内観）

目　的

カルテの情報

  Ⅵ　公共施設の施設カルテの整備について
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 【参 考】 各施設による比較 （項目別）

大崎市民会館　

大崎市図書館

大崎市田尻総合体育館

古川保健福祉プラザ

松山保健福祉センターさんさん館

大崎市子育て支援拠点施設わいわいキッズ...

0 100,000200,000300,000400,000

29,760

301,250

72,101

22,297

3,607

57,456

施設の利用者数比較（人）

大崎市民会館　

大崎市図書館

大崎市田尻総合体育館

古川保健福祉プラザ

松山保健福祉センターさんさん館

大崎市子育て支援拠点施設わいわいキッズ...

0 2,000 4,000 6,000 8,000

2,949

6,432

5,589

4,940

2,453

1,395

施設の延床面積比較（㎡）

大崎市民会館　

大崎市図書館

大崎市田尻総合体育館

古川保健福祉プラザ

松山保健福祉センターさんさん館

大崎市子育て支援拠点施設わいわいキ...

0 100,000 200,000 300,000

55,077

232,803

55,738

168,090

11,241

102,438

施設の支出額比較（千円／年）

大崎市民会館　

大崎市図書館

大崎市田尻総合体育館

古川保健福祉プラザ

松山保健福祉センターさんさん館

大崎市子育て支援拠点...

0 500 1,000 1,500

458
1,935

463

1,397

94

851

市民1人当たりの負担額（円／年）
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〇目　　　的　　　市民に大崎市の公共施設の現状を認識していただくとともに，公共施設の今後の計画の

　　　　　　　推進にあたり，基調講演，パネルディスカッションによる意見交換会を実施するもの。

〇日　　　時　　 令和８年１２月１３日（日）　１３時３０分～１５時３０分（予定）

〇会　　　場　　 本庁舎３階　３０１．３０２会議室（最大１０８席） ，パタ崎さん家（１３８席）

　　　　　　　 【WEB配信を予定】

〇対　　　象　    １００名程度を想定

　　

〇案内対象者　 行政改革推進委員１２名，まちづくり協議会７名，行政区長（３６６名），

                         指定管理者７６名，施設利用者（文化協会７名・体育協会７名程度），大崎市PTA連合協議会7名

　　　　　　　    上記のほか広報，ウェブサイト，チラシ等を利用し一般市民も対象とする。　　　　　　　

〇資　　　料　　   Ａ４で2ページ程度を想定（講師と要調整）　　

　

〇講　　　師　　   宮城大学事業構想学群　准教授　上森　貞行

　

〇開催内容　      （１）市長挨拶（１０分）

　　　　　　　  （２）公共施設の現状について（２０分）

　　　　　　　  （３）基調講演　公共施設管理総合計画の推進事例（５０分）

　　　　　　　　　　  休憩（１０分）

　　　　　　　  （４）パネルディスカッション（３０分）　　　　　　　　　

　意見交換2  市民フォーラムの開催について 　
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◆プログラム
　

　１．公共施設の現状について

　　①大崎市の行財政事情と公共施設の現状について

　　　（公共施設が抱える問題・施設カルテによる施設の利用状況・コスト分析の説明，

　　　　市民意識調査による市民の現状認識）

　　②未来へ向けた公共施設等総合管理計画　

　２．基調講演

　　講師　宮城大学事業構想学群　准教授　上森　貞行

　　内容　公共施設等総合管理計画の先進事例（上森准教授と要相談）

　３．パネルディスカッション　

　　○テーマ：これからの公共施設のあり方について（上森准教授と要相談）

　　○コーディネーター：宮野市民協働推進部長

　　○パネリスト：上森准教授，行政改革推進委員（学識経験者・地域代表），

　　　　　　　　 若者代表
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　住民説明会までの取組の流れ

 

行政区長会議等･説明

 ●実施時期：１０月

〈内容〉

　・行財政改革の取組と公共施設　　

　　の現状及び公共施設等総合管

　　理計画の改訂について説明。

　・公共施設と共に考える将来の　　

　　まちづくりに向けた意見交換

　　会を各地域ごとに開催するた

　　め，説明し，ご理解いただく。

〈開催予定日〉

・古　川：10月・鳴 子：10/28　

・松　山：10月・田 尻：10/20

・三本木：10/13

・鹿島台：10/6

・岩出山：10/28

アンケートの実施

フォーラムの開催

　●実施予定日：12月13日

 〈目的〉

　 全国の自治体や大崎市の公共

　 施設の現状を多くの市民に知っ

　 てもらい，各地域で開催する意

　見交換会での個別協議に繋げる

 〈対象〉

   ・大崎市民

 〈内容（予定）〉

　・公共施設の維持管理費等の

　　現状，老朽化率，施設数

　・施設数の縮減へ向けた取組

　・意見交換会の開催事例 等

意見交換会
（地域フォーラム）の開催

9/28現在

　●実施時期：R9.1月～2月

 〈目的〉

　 各地域のまちづくりに向けて

　  将来のあるべき姿を公共施設

　  と共に考え，協議する

 〈対象〉

   ・各地域の公共施設を使う人，

　　使わない人等，あらゆる立場

　　の人

 〈説明の仕方〉

　・行財政改革の取組，公共施設

　　の現状を資料を用いて説明

　・理解してもらうため，分かり

　　やすいつくりの工夫が必要

取 組 内 容　

行革委員会　

　 第１回委員会

　　●開催日：7月8日

 

　①

　　取組の説明　

 　 第２回委員会

　　●開催日：９月２８日

 

　②
　　意見･反映　

　③
　　結果･報告　

　④
　　意見･活用　

広報おおさきへの掲載

 ●実施時期：８月～

〈内容〉

　行財政改革の取組と公共施設　　

　の現状について紹介

 

　●実施時期：7月～8月

 〈目的〉

　市民の公共施設への関心，利用

　状況等を調査

 

新規追加

 

変更

 

変更

 


